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ながら、この措置と日本国憲法 14 条 1 項との関係について、これまで十分に検討されて



























差別原理と反従属原理が存在するが、前者の代表的論者である Paul Brest と後者の代表






う問題が、司法審査基準論の検討を通じて明らかにされる。 Korematsuv. United States, 
323 U.S. 214 (1 944) や Loving v. Commonwealth of Virginia, 388 U.S. 1 (1967) 等の判
決において、マイノリティに不利益を課す差別的な施策には典型的な厳格審査が適用され






まず第三章では、過去の差別の救済という理由により AA を正当化する「過去向きの AAJ
の問題点が考察される。アメリカでは、従来、 AA は過去の差別の救済として正当化され、
日本の学説もこれに依拠してきた。しかし、「過去向きの AAJ の理論的根拠である補償的
正義論に基づいて AA を正当化する場合にも、 (1) AA の実施者は差別を行った者に限ら
れるのか、 (2) AA の直接の受益者は差別の事実上の犠牲者に限られるのか、 (3) 差別の
直接の加害者ではない第三者に AA に伴う負担を課すことは許されるのか、などの問題が
ある。連邦最高裁は (1) '"-' (3) の問題を柔軟に解釈して、上記実施者・受益者に限定さ
れず、第三者への負担は許されると解した。しかし City ofRichmond v. J.A. Croson, Co. , 













あるため、既に、 Regents of the University of California v. Bakke, 438 U.S. 265 (1978) 
において、将来の利益の達成という理由による AA の正当化が指摘され、学説の注目を集
めていた。ここでは、将来志向の AA の理論的根拠である Ronald Dworkin らの社会効用
論、分配的正義論および将来における差別の発生の防止論などが検討対象となる。しかし、
これらにも、能力主義の観点からの批判のほか、真に救済の必要な者が AA の直接の受益




「多様性の価値J は Metro Broadcasting Inc. v. FCC, 497 U.S. 547 (1990) において連邦
最高裁判例のなかではじめて AA の正当化理由として指摘され、その後、 Grutter v. 
Bollinger, 539 U.S. 306 (2003) において、典型的な厳格審査の下で、最高裁の多数の裁判






者である、という過去向きの AA に対する批判や、 AA の直接の受益者が真に救済の必要
な者ではない、という将来志向の AA に対する批判は、 AA の直接の受益者が社会・経済
的に不利な状況になかったことから提起された。これらの批判を回避するために、アメリ




第七章では、人種に基づく AA の議論のどの部分が性別に基づく AA に適用できるかに
ついて、連邦最高裁の 15 件のうち性別の AA に関する唯一の判決である Johnson v. 
Transportation Agency of Santa Clara County, 480 U.S.616 (1987) に基づいて考察され
る。実際、 Johnson 判決では人種に基づく AA が先例として展開され、過去の差別の救済











































































や欧州諸国で実施されている PA や、国際連合女性差別撤廃条約第 4 条の暫定的特別措置





た本文 313 頁、脚注数 1277 に及ぶ大作であり、日本の憲法学研究、比較憲法学研究およびジ
ェンダ一法学研究にとっても有益な一石を投じる点で高く評価されるものであり、博士の学位
論文にふさわしいと評価できる口
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